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●
は
じ
め
に

　

政
府
、
市
民
社
会
組
織
、
企
業
等
多

く
の
ア
ク
タ
ー
が
児
童
労
働
撤
廃
に
取

り
組
ん
で
い
る
が
、
世
界
的
運
動
の
中

心
的
役
割
を
果
た
し
て
い
る
の
は
、
国

際
機
関
で
あ
る
。
国
際
機
関
と
し
て
最

初
に
取
り
組
ん
だ
国
際
労
働
機
関
（
Ｉ

Ｌ
Ｏ
）
が
中
心
的
機
関
と
い
え
る
が
、

国
連
児
童
基
金
（
ユ
ニ
セ
フ
）
や
人
権

を
擁
護
す
る
国
際
連
合
も
、
特
に
子
ど

も
兵
、
人
身
取
引
、
買
春
な
ど
の
最
悪

の
形
態
の
児
童
労
働
の
根
絶
に
向
け
て

精
力
的
な
活
動
を
展
開
し
て
い
る
。
さ

ら
に
、
世
界
銀
行
は
調
査
研
究
、
教
育

分
野
で
、国
連
教
育
科
学
文
化
機
関（
ユ

ネ
ス
コ
）
は
教
育
分
野
で
、
世
界
保
健

機
関
（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）
は
健
康
分
野
で
活
発

な
活
動
を
し
て
い
る
。

　

国
際
機
関
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
お
よ
び
国
際

連
合
の
関
係
条
約
に
従
い
、
経
済
的
搾

取
お
よ
び
有
害
な
労
働
か
ら
子
ど
も
を

保
護
す
る
、
す
な
わ
ち
、
子
ど
も
の
基

本
的
人
権
の
確
保
を
目
的
と
し
て
、
世

界
レ
ベ
ル
か
ら
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
レ
ベ
ル

に
至
る
ま
で
、
幅
広
く
児
童
労
働
撤
廃

活
動
を
展
開
し
て
い
る
。
国
際
機
関
の

活
動
形
態
は
、
大
別
し
て
、
国
際
基
準

の
策
定
・
推
進
・
監
視
を
行
う
規
範
活

動
（N
o
rm
ative actio

n

）
と
国
際

基
準
を
実
現
す
る
た
め
の
具
体
的
活
動

で
あ
る
実
践
活
動
（O

p
eratio

n
al 

actio
n

）
と
が
あ
る
が
、
前
者
が
伝
統

的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
る
。
児
童
労
働

を
な
く
す
た
め
に
は
、
国
内
レ
ベ
ル
で

の
法
律
・
政
策
の
実
施
が
不
可
欠
で
あ

る
が
、国
際
機
関
は
、国
際
世
論
を
高

め
、
好
事
例
を
提
供
す
る
な
ど
し
て
、

各
国
が
効
果
的
な
対
策
を
打
て
る
よ
う

奨
励
・
支
援
に
も
努
め
て
い
る
。

　

児
童
労
働
撤
廃
に
は
、
世
界
目
標
が

あ
る
。
非
常
に
野
心
的
だ
が
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ

が
掲
げ
た
、
二
〇
一
六
年
ま
で
の
最
悪

の
形
態
の
児
童
労
働
の
撤
廃
目
標
で
あ

る
。
加
え
て
、
二
〇
一
五
年
を
目
標
年

と
す
る
国
連
ミ
レ
ニ
ア
ム
開
発
目
標

（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
の
目
標
一
（
極
度
の
貧

困
の
撲
滅
）
に
も
、
目
標
達
成
の
手
段

と
し
て
、
最
悪
の
児
童
労
働
撤
廃
に
向

け
て
社
会
経
済
開
発
、
貧
困
撲
滅
プ
ロ

グ
ラ
ム
、普
遍
的
教
育
等
の
国
際
協
力
・

援
助
を
通
じ
て
の
取
組
が
う
た
わ
れ
て

い
る
（
二
〇
一
〇
年
九
月
開
催
の
Ｍ
Ｄ

Ｇ
ｓ
国
連
首
脳
会
合
の
成
果
文
書
）。

一
． 

九
〇
年
代
か
ら
の
児
童
労
働

撤
廃
へ
の
国
際
的
う
ね
り

　

児
童
労
働
撤
廃
へ
の
国
際
機
関
の
活

動
は
、
今
か
ら
一
〇
〇
年
近
く
も
前
に

さ
か
の
ぼ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
が
、創
設
年（
一

九
一
九
）
に
児
童
労
働
禁
止
条
約
（
工

業
的
業
種
の
み
）
を
採
択
し
、
第
一
歩

を
歩
み
出
し
た
。
こ
の
条
約
は
、
就
業

の
最
低
年
齢
の
国
際
基
準
を
定
め
、
各

国
法
制
の
基
盤
を
提
供
し
た
。
七
三
年

に
は
、こ
の
基
準
が
全
産
業
に
拡
大（
Ｉ

Ｌ
Ｏ
一
三
八
号
条
約
）し
た
。
し
か
し
、

児
童
労
働
問
題
は
、
長
ら
く
、
大
き
な

国
際
的
関
心
に
な
ら
な
か
っ
た
。
弾
み

が
つ
く
の
は
、
人
権
が
再
認
識
さ
れ
る

九
〇
年
代
に
入
っ
て
か
ら
で
あ
る
。
九

二
年
に
は
、
実
際
的
活
動
を
行
う
Ｉ
Ｌ

Ｏ
児
童
労
働
撤
廃
国
際
計
画
（
Ｉ
Ｐ
Ｅ

Ｃ
）
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。

　

撤
廃
へ
の
国
際
的
機
運
の
盛
り
上
が

り
の
背
景
と
し
て
、
二
つ
の
こ
と
が
指

摘
で
き
る
。
第
一
は
、
子
ど
も
の
権
利

が
人
権
の
一
環
で
あ
る
と
国
際
法
上
確

立
し
た
、
国
連
「
児
童
の
権
利
条
約
」

が
成
立
（
一
九
八
九
年
）
し
た
こ
と
で

あ
る
。
第
二
に
は
、
九
〇
年
代
に
入
る

と
、
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
の
深
化
に
と
も

な
い
、
そ
の
影
の
部
分
と
い
う
べ
き
不

公
平
・
格
差
に
関
心
が
向
け
ら
れ
、
是

正
策
と
し
て
、
人
権
が
大
き
く
取
り
上

げ
ら
れ
た
こ
と
で
あ
る
。
特
に
、
中
核

的
労
働
基
準
（
①
結
社
の
自
由
・
団
体

交
渉
権
の
効
果
的
な
確
認
、
②
強
制
労

働
の
禁
止
、
③
児
童
労
働
の
撤
廃
、
④

雇
用
・
職
業
上
の
差
別
撤
廃
、
の
四
基

準
）
を
、
貿
易
制
裁
と
リ
ン
ク
さ
せ
て

確
保
し
よ
う
と
す
る
い
わ
ゆ
る
社
会
条

項
が
、国
際
的
に
大
き
な
議
論
を
呼
び
、

な
か
で
も
児
童
労
働
が
国
際
的
関
心
を

集
め
た
。
結
果
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
で
は
、
九
八

年
「
仕
事
に
お
け
る
基
本
的
原
則
お
よ

び
権
利
に
関
す
る
宣
言
」
の
採
択
（
二

つ
の
フ
ォ
ロ
ー
・
ア
ッ
プ
：
年
次
報
告

と
グ
ロ
ー
バ
ル
・
レ
ポ
ー
ト
の
発
表〔
中

堀 

内 

光 

子

第
二
部　

児
童
労
働
撤
廃
へ
の
取
り
組
み

国
際
機
関

―
そ
の
役
割
の
変
遷
―

特 集

ⓒACE

児童労働撤廃
─その到達点と残る課題─
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核
的
労
働
基
準
一
原
則
ず
つ
毎
年
〕）、

さ
ら
に
、
最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働
の

禁
止
・
撤
廃
の
た
め
の
即
時
の
行
動
を

促
す
、
児
童
労
働
新
条
約
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第

一
八
二
号
条
約
）
が
採
択
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。
な
お
、
グ
ロ
ー
バ
ル
・
レ

ポ
ー
ト
は
、
二
〇
〇
八
年
に
採
択
さ
れ

た
Ｉ
Ｌ
Ｏ
「
公
正
な
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の

た
め
の
社
会
正
義
宣
言
」
の
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
と
の
重
複
を
さ
け
る
た
め
に
、

四
原
則
を
ま
と
め
て
四
年
に
一
回
と
改

正
さ
れ
た
。

　

九
〇
年
代
の
「
児
童
労
働
撤
廃
」
へ

の
国
際
的
機
運
の
盛
り
上
が
り
は
、
労

働
組
合
、国
際
非
政
府
組
織（
Ｎ
Ｇ
Ｏ
）、

ア
メ
リ
カ
政
府
、
欧
米
の
消
費
者
運
動

な
ど
の
、
特
に
途
上
国
で
生
産
さ
れ
た

輸
出
製
品
に
公
正
な
労
働
基
準
の
実
施

を
求
め
る
活
発
な
活
動
が
あ
っ
た
こ
と

が
大
き
い
。
こ
う
し
た
動
き
に
呼
応
し

て
、九
七
年
、オ
ラ
ン
ダ
や
ノ
ル
ウ
エ
ー

政
府
が
児
童
労
働
国
際
会
議
を
開
催

し
、
こ
こ
か
ら
Ｉ
Ｌ
Ｏ
、
ユ
ニ
セ
フ
お

よ
び
世
界
銀
行
の
三
機
関
共
同
調
査
研

究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
子
ど
も
の
仕
事
を

理
解
す
る
こ
と
」（U

n
d
erstan

d
in
g 

C
h
ild
ren
's W

o
rk: U

C
W

）
が
誕

生
し
た
。

二
． 

児
童
労
働
禁
止
等
条
約
の
実
施

　

Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
、
国
連
人
権
条
約
は
、

条
約
の
効
果
的
実
施
の
た
め
に
、
監
視

機
構
が
あ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
、
国
連
条
約
と

も
に
条
約
批
准
国
は
報
告
義
務
が
あ

り
、
そ
れ
ぞ
れ
専
門
家
で
構
成
さ
れ
る

委
員
会
で
審
議
が
な
さ
れ
、
意
見
が
出

さ
れ
る
。
国
連
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
と
も
に

批
准
国
数
が
多
い
。
国
連
子
ど
も
の
権

利
条
約
は
、
ア
メ
リ
カ
、
ソ
マ
リ
ア
、

南
ス
ー
ダ
ン
を
除
く
全
国
連
加
盟
国

が
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
一
三
八
号
「
就
業
の
最

低
年
齢
」
条
約
は
一
六
三
カ
国
、
第
一

八
二
号
「
最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働
」

条
約
は
一
七
五
カ
国
に
登
っ
て
い
る

（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
加
盟
国
一
八
五
カ
国
）（
二
〇

一
二
年
一
二
月
一
七
日
現
在
）。

（
一
）
国
連

　

国
連
子
ど
も
の
権
利
条
約
の
場
合

は
、
条
約
批
准
国
政
府
が
国
連
に
四
年

ご
と
の
報
告
義
務
を
負
い
、
政
府
報
告

審
査
は
専
門
家
で
構
成
さ
れ
る
国
連

「
子
ど
も
の
権
利
委
員
会
」
で
審
査
の

後
、
勧
告
も
含
む
最
終
見
解
が
提
出
さ

れ
る
と
い
う
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。

加
え
て
、
二
〇
一
一
年
一
二
月
国
連
総

会
決
議
に
よ
り
採
択
さ
れ
た
個
人
通
報

手
続
き
選
択
議
定
書
に
基
づ
く
個
人
通

報
制
度
が
あ
る
。こ
の
他
に
国
連
で
は
、

人
権
理
事
会
の
特
別
手
続
き
と
し
て
、

「
児
童
の
売
買
、
児
童
買
春
お
よ
び
児

童
ポ
ル
ノ
」、「
現
代
の
奴
隷
制
」、「
人

身
取
引
」、「
教
育
の
権
利
」
な
ど
幾
つ

か
の
特
別
報
告
者
が
設
け
ら
れ
て
い

る
。
ま
た
、「
子
ど
も
と
武
力
紛
争
」

に
関
し
て
は
、
安
全
保
障
理
事
会
に
作

業
部
会
が
あ
る
と
と
も
に
、
国
連
事
務

総
長
特
別
代
表
が
任
命
さ
れ
て
い
る
。

従
っ
て
、
最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働
に

つ
い
て
は
、
国
連
の
人
権
、
安
全
保
障

分
野
で
の
取
り
組
み
も
大
き
い
。

（
二
）
Ｉ
Ｌ
Ｏ

　

児
童
労
働
二
条
約
は
、基
本
的
原
則
・

権
利
に
関
す
る
条
約
で
あ
る
の
で
、
批

准
国
政
府
は
二
年
ご
と
に
報
告
義
務
が

あ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
へ
の
政
府
報
告
に
つ
い

て
、
政
府
は
代
表
的
労
使
団
体
に
送
付

義
務
が
あ
る
。
労
使
団
体
は
政
府
報
告

に
コ
メ
ン
ト
す
る
こ
と
が
で
き
る
ほ

か
、
条
約
の
適
用
状
況
に
つ
い
て
、
Ｉ

Ｌ
Ｏ
に
直
接
意
見
を
送
る
こ
と
も
で
き

る
。
実
際
に
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
へ
の
直
接
意

見
提
出
が
幅
広
く
活
用
さ
れ
て
い
る
。

政
府
報
告
お
よ
び
労
使
団
体
の
意
見

は
、
条
約
勧
告
適
用
専
門
家
委
員
会
で

精
査
し
た
後
、
二
種
類
の
コ
メ
ン
ト
、

意
見
か
、
直
接
請
求
を
出
す
。
専
門
家

委
員
会
の
年
次
報
告
書
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
総

会
委
員
会
に
提
出
さ
れ
、同
委
員
会
は
、

一
定
数
の
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
検
討
し
、

勧
告
な
ど
の
判
断
を
下
す
。

　

Ｉ
Ｌ
Ｏ
で
は
、
両
条
約
の
批
准
国
数

が
多
い
こ
と
も
あ
っ
て
、
二
〇
一
二
年

専
門
家
委
員
会
報
告
を
み
る
と
、
委
員

会
が
コ
メ
ン
ト
を
出
し
た
国
は
、
第
一

三
八
号
条
約
に
つ
い
て
四
七
カ
国
・
地

域
、
第
一
八
二
号
条
約
で
は
、
六
〇
カ

国
に
及
ん
で
い
る
。専
門
家
委
員
会
は
、

一
九
六
四
年
以
来
改
善
事
例
を
記
録
し

て
い
る
が
、
二
〇
一
二
年
報
告
で
は
、

第
一
三
八
号
条
約
が
一
三
カ
国
、
第
一

八
二
号
条
約
が
一
六
カ
国
で
、
昨
年
よ

り
多
く
の
国
の
一
定
の
改
善
を
評
価
し

て
い
る
。
二
〇
一
二
年
基
本
条
約
に
関

す
る
一
般
調
査
で
は
、
第
一
三
八
号
条

約
に
関
し
て
そ
の
実
施
に
は
、
政
策
・

法
律
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
必
要
と
し
て
、

九
九
年
か
ら
〇
九
年
の
間
に
約
七
〇
カ

国
が
児
童
労
働
国
内
計
画
を
策
定
し
た

こ
と
を
評
価
し
て
い
る
。
他
方
課
題
と

し
て
、
条
約
は
雇
用
の
み
な
ら
ず
す
べ

て
の
就
業
形
態
に
適
用
さ
れ
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
各
国
法
で
は
多
く
の
子
ど

も
た
ち
が
働
い
て
い
る
自
営
業
主
（
一

人
親
方
）
や
家
族
従
業
者
が
除
外
さ
れ

て
い
る
こ
と
を
指
摘
す
る
と
と
も
に
、

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
経
済
、
農
業
の
課
題

を
指
摘
し
て
い
る
。
第
一
八
二
号
に
関

し
て
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
・
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
時
限

付
き
撤
廃
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
評
価
し
つ

つ
、
人
身
取
引
、
子
ど
も
兵
、
家
事
労

働
者
な
ど
の
課
題
を
指
摘
し
て
い
る
。

Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
労
働
基
準
の
推
進
と
実
際
活

動
の
双
方
を
担
っ
て
い
る
の
で
、
両
活

動
が
有
機
的
に
機
能
し
合
い
、
国
際
基

準
の
監
視
を
よ
り
効
果
的
に
行
い
う
る

と
評
価
で
き
よ
う
。
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表1　国際機関が制定した主要CSR文書
国際機関 CSR文書 採択年（最終改定年）

ILO 多国籍企業及び社会政策に関するILO三者
（政府・労働者・使用者）宣言

1977年（2006年）

経済協力開発機構
（OECD）

多国籍企業行動方針 1976年（2011年）

国際連合 グローバル・コンパクト 1999年（2000年実施）
国連人権理事会 ビジネスと人権に関する指導原則 2011年
国際標準機構（ISO）ISO26000「社会的責任」 2010年

三
． 

規
範
活
動
を
補
完
す
る
企
業

の
社
会
的
責
任
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）

　

近
年
児
童
労
働
は
、
企
業
の
社
会
的

責
任
問
題
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
こ
と

が
多
い
。
国
際
機
関
は
、
企
業
の
社
会

的
責
任
の
国
際
標
準
を
策
定
し
て
い
る

が
、
一
覧
表
に
し
た
も
の
が
表
1
で
あ

る
。
い
ず
れ
の
文
書
に
も
、
児
童
労
働

撤
廃
が
含
ま
れ
て
い
る
。
国
連
グ
ロ
ー

バ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
は
、
企
業
の
み
で

な
く
、
組
織
、
団
体
も
対
象
に
し
、
人

権
、
中
核
的
労
働
基
準
、
環
境
、
腐
敗

防
止
の
一
〇
原
則
の
自
主
的
な
尊
重
・

推
進
を
求
め
る
も
の
で
あ
る
が
、
ビ
ジ

ネ
ス
界
に
特
に
影
響
力
を
持
っ
て
い

る
。国
連
は
、

人
権
理
事
会

で
も
企
業
と

人
権
に
関
す

る
活
動
を
強

化
し
て
い

る
。
二
〇
一

一
年
六
月
、

人
権
理
事
会

で
は
、「
保

護
、
尊
重
、

救
済
：
企
業

と
人
権
に
つ

い
て
の
枠
組

み
」
を
実
施

す
る
「
ビ
ジ

ネ
ス
と
人
権

に
関
す
る
指
導
原
則
」
を
全
員
一
致
で

支
持
し
た
。
こ
の
指
導
原
則
は
、
ビ
ジ

ネ
ス
が
人
権
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
リ
ス

ク
を
予
防
し
、
取
り
組
む
た
め
の
グ

ロ
ー
バ
ル
基
準
で
あ
る
。
児
童
労
働
を

含
む
中
核
的
労
働
基
準
を
は
じ
め
と
し

て
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
対
象
と
な
る
人
権
・
労

働
基
準
に
は
、法
的
根
拠
が
あ
る
た
め
、

人
権
侵
害
か
ら
の
保
護
に
つ
い
て
の
国

の
義
務
、
企
業
の
人
権
尊
重
、
人
権
侵

害
が
起
き
た
と
き
の
効
果
的
な
救
済
メ

カ
ニ
ズ
ム
へ
の
ア
ク
セ
ス
と
い
う
三
本

柱
を
基
本
に
、
人
権
と
ビ
ジ
ネ
ス
に
関

し
て
の
新
し
い
機
運
と
方
向
性
を
作
り

出
し
た
、
と
Ｅ
Ｕ
で
は
高
く
評
価
し
て

い
る
。
国
際
機
関
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
国
際
標

準
策
定
・
推
進
の
努
力
も
あ
り
、
日
本

に
お
い
て
も
、
大
企
業
で
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報

告
書
の
作
成
が
普
及
し
て
き
て
い
る
。

し
か
し
重
要
な
の
は
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
が
単
な

る
企
業
の
宣
伝
広
報
に
終
わ
ら
な
い
よ

う
に
す
る
こ
と
で
あ
り
、
そ
の
た
め
に

は
、
児
童
労
働
の
情
報
開
示
や
イ
ン
パ

ク
ト
・
ア
セ
ス
メ
ン
ト
が
不
可
欠
で
あ

る
。

　

Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
関
し
て
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
と
呼
ば
れ
る
調
達
先
の
問
題
が
大
き

い
。
国
連
グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト

で
は
、
持
続
可
能
な
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
な
か
に
、
二
〇
〇
二
年
に
開
始
し

た
国
際
コ
コ
ア
・
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を

好
事
例
と
し
て
紹
介
し
て
い
る
。
同
イ

ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
は
、児
童
労
働
（
危
険
・

有
害
労
働
）
と
人
身
取
引
の
撲
滅
を
目

的
に
、
ガ
ー
ナ
お
よ
び
コ
ー
ト
ジ
ボ

ワ
ー
ル
二
カ
国
で
活
動
し
て
い
る
一
七

の
多
国
籍
企
業
、
労
働
組
合
（
国
際
レ

ベ
ル
）
お
よ
び
Ｎ
Ｇ
Ｏ
が
参
加
し
て
い

る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
も
投
票
権
の
な
い
メ
ン

バ
ー
と
し
て
参
加
し
て
い
る
。
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ブ
は
、
二
〇
〇
一
年
の
コ
コ
ア

産
業
議
定
書
（
ハ
ー
キ
ン
・
エ
ン
ゲ
ル

議
定
書
）
の
成
果
で
あ
る
。
二
〇
〇
二

年
西
ア
フ
リ
カ
（
カ
メ
ル
ー
ン
、
ガ
ー

ナ
、
コ
ー
ト
ジ
ボ
ワ
ー
ル
、
ナ
イ
ジ
ェ

リ
ア
）
で
の
カ
カ
オ
農
園
調
査
で
、
児

童
労
働
・
人
身
取
引
被
害
者
を
発
見
し

て
い
る
が
、
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
で
も
、

少
な
か
ら
ず
の
人
身
取
引
の
被
害
者
も

含
め
た
児
童
労
働
者
を
発
見
・
保
護
し

て
い
る
。
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
成
功
事
例
パ
キ

ス
タ
ン
・
シ
ア
ル
コ
ッ
ト
の
サ
ッ
カ
ー

ボ
ー
ル
製
造
で
の
児
童
労
働
撤
廃
も
Ｃ

Ｓ
Ｒ
の
好
事
例
で
も
あ
る
。

四
． 

実
際
的
活
動
―
Ｉ
Ｌ
Ｏ
／
児

童
労
働
撤
廃
国
際
計
画
（
Ｉ

Ｐ
Ｅ
Ｃ
）
を
中
心
に
―

　

国
・
国
際
機
関
を
問
わ
ず
、
児
童
労

働
撤
廃
に
向
け
て
最
も
幅
広
い
取
組
み

を
し
て
い
る
事
業
で
あ
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
／
児

童
労
働
撤
廃
国
際
計
画
（
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
）

を
み
て
み
よ
う
。
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
、
つ
と

に
知
ら
れ
て
い
る
、
パ
キ
ス
タ
ン
・
シ

ア
ル
コ
ッ
ト
で
の
サ
ッ
カ
ー
ボ
ー
ル
縫

製
を
し
て
い
た
児
童
労
働
者
の
撲
滅
の

よ
う
な
成
功
例
が
あ
る
（
一
九
九
七
〜

二
〇
〇
四
年
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
）。

児
童
労
働
を
対
象
と
す
る
技
術
協
力
プ

ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
、
現
在

世
界
九
〇
カ
国
以
上
で
事
業
を
展
開
し

て
い
る
。一
九
九
二
年
か
ら
開
始
し（
九

〇
年
九
月
ド
イ
ツ
政
府
が
五
年
間
の
特

別
財
政
貢
献
を
発
表
し
て
二
年
後
に
創

設
）、
児
童
労
働
か
ら
の
引
き
離
し
な

ど
の
直
接
活
動
の
ほ
か
、デ
ー
タ
収
集
、

調
査
研
究
、
ア
ド
ボ
カ
シ
ー
・
意
識
啓

発
、
法
律
・
政
策
開
発
、
児
童
労
働
に

取
り
組
む
関
係
者
の
訓
練
、
法
・
政
策

助
言
・
支
援
、
社
会
サ
ー
ビ
ス
・
生
計

維
持
・
貧
困
削
減
活
動
な
ど
を
行
っ
て

い
る
。
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
は
、
最
悪
の
形
態
の

児
童
労
働
撤
廃
の
た
め
の
工
程
表
を
含

む
Ｉ
Ｌ
Ｏ
「
グ
ロ
ー
バ
ル
行
動
計
画
」

に
基
づ
き
、進
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

ユ
ニ
セ
フ
で
は
、
出
生
登
録
、
子
ど
も

に
対
す
る
暴
力
な
ど
、
一
〇
あ
る
「
子

ど
も
の
保
護
問
題
」
の
ひ
と
つ
と
し
て

児
童
労
働
を
取
り
上
げ
て
い
る
。
児
童

労
働
を
し
て
い
る
子
ど
も
の
う
ち
雇
用

関
係
に
あ
る
者
の
割
合
は
二
割
程
度
に

し
か
す
ぎ
ず
、
雇
用
関
係
が
な
い
農
業

や
都
市
の
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
経
済
で
圧

倒
的
に
多
い
の
で
、
現
地
で
直
接
介
入

す
る
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

両
機
関
共
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
ベ
ー
ス

（出所）筆者作成。

国際機関 ―その役割の変遷―
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に
し
た
事
例
が
多
い
。
加
え
て
Ｉ
Ｐ
Ｅ

Ｃ
で
は
、
政
策
分
野
で
の
取
り
組
み
も

進
め
て
お
り
、
児
童
労
働
の
開
発
・
政

策
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
へ
の
主
流
化
、
特

に
近
年
で
は
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク

（
働
き
が
い
の
あ
る
人
間
ら
し
い
仕
事
）

へ
の
主
流
化
を
大
き
な
課
題
と
し
て
取

り
組
ん
で
い
る
。

　

二
〇
年
間
の
経
験
が
積
み
重
ね
ら
れ

た
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
で
は
、
児
童
労
働
撤
廃
方

策
は
か
な
り
明
確
に
な
っ
て
い
る
。
す

な
わ
ち
子
ど
も
の
権
利
を
守
る
た
め
の

効
果
的
な
法
律
の
実
施
と
合
わ
せ
、
ほ

と
ん
ど
の
児
童
労
働
の
根
本
原
因
で
あ

る
貧
困
問
題
の
解
決
に
向
け
て
の
、
親

の
貧
困
か
ら
の
脱
却（
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・

ワ
ー
ク
の
確
保
）
お
よ
び
子
供
へ
の
教

育
機
会
の
確
保
方
策
で
あ
る
。最
近
は
、

低
所
得
者
層
を
支
え
る
社
会
的
保
護
制

度
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。
ま
た
、

サ
ハ
ラ
以
南
ア
フ
リ
カ
地
域
、
一
五
〜

一
七
歳
層
の
最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働

や
、
児
童
労
働
者
の
多
く
が
就
業
し
て

い
る
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
経
済
、
農
業
、

家
事
労
働
者
な
ど
の
よ
う
な
「
隠
さ
れ

た
」
形
態
の
児
童
労
働
な
ど
が
大
き
な

課
題
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
日
本
政
府
の

支
援
に
よ
り
、
一
九
九
九
年
三
月
に
設

置
さ
れ
た
、
国
際
機
関
を
対
象
に
財
政

支
援
を
す
る「
人
間
の
安
全
保
障
基
金
」

（H
u
m
an
 S
ecu
rity F

u
n
d

）
で
も
、

児
童
労
働
撤
廃
へ
の
支
援
を
貧
困
削
減

事
業
と
し
て
、
セ
ネ
ガ
ル
な
ど
で
実
施

し
て
い
る
。
最
悪
の
形
態
で
あ
る
人
身

取
引
は
犯
罪
問
題
と
し
て
、
ア
ジ
ア
を

中
心
に
支
援
し
て
い
る
。

五
．
教
育
と
児
童
労
働

　

国
際
人
権
法
で
は
、
伝
統
的
に
、
子

ど
も
の
健
全
な
発
達
の
た
め
に
教
育
が

欠
か
せ
な
い
と
認
識
し
て
お
り
、
初
等

教
育
年
齢
の
子
ど
も
た
ち
の
労
働
は
禁

じ
ら
れ
て
い
る
（
国
連
児
童
の
権
利
条

約
お
よ
び
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
）。
国
連
で
は
、

二
〇
〇
二
年
子
ど
も
に
関
す
る
国
連
特

別
総
会
で
の
採
択
文
書
「
子
ど
も
に
ふ

さ
わ
し
い
社
会
」
で
、
初
め
て
、
教
育

は
児
童
労
働
削
減
の
鍵
で
あ
り
、
児
童

労
働
が
教
育
へ
の
障
害
で
あ
る
と
の
認

識
を
明
ら
か
に
し
た
。「
児
童
労
働
へ

の
闘
い
」
に
つ
い
て
一
項
を
設
け
て
、

最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働
撤
廃
に
焦
点

を
当
て
る
と
と
も
に
、
働
く
子
ど
も
に

対
す
る
無
償
教
育
・
職
業
訓
練
の
供
与

や
教
育
シ
ス
テ
ム
へ
の
統
合
、
国
際
協

力
の
推
進
、
デ
ー
タ
収
集
・
分
析
、
貧

困
削
減
や
開
発
努
力
へ
の
児
童
労
働
の

主
流
化
な
ど
の
児
童
労
働
撤
廃
へ
の
取

り
組
み
の
強
化
を
う
た
っ
た
。
以
後
国

連
総
会
は
「
子
ど
も
の
権
利
」
決
議
で
、

児
童
労
働
に
つ
い
て
関
係
す
る
二
条
約

の
批
准
奨
励
な
ど
を
盛
り
込
ん
で
い

る
。
ま
た
、「
子
ど
も
の
仕
事
を
理
解

す
る
こ
と
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
研
究
で

も
、
多
く
の
国
で
、
高
レ
ベ
ル
の
児
童

労
働
は
、
就
学
率
を
低
く
さ
せ
、
万
人

の
た
め
の
教
育
（E

d
u
catio

n
 F
o
r 

A
ll

：
Ｅ
Ｆ
Ａ
）
の
達
成
を
遅
ら
せ
る

一
方
で
、
不
適
切
な
学
校
教
育
は
、
子

ど
も
た
ち
の
不
就
学
や
就
業
に
大
き
な

影
響
を
与
え
て
い
る
と
指
摘
し
て
い

る
。
ユ
ネ
ス
コ
の
「
Ｅ
Ｆ
Ａ
グ
ロ
ー
バ

ル
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
」（
二
〇
〇

八
年
）
で
は
、
好
事
例
と
し
て
①
教
育

の
質
の
改
善
な
ど
の
子
ど
も
へ
の
就
学

の
た
め
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
改
善
、

②
貧
困
撤
廃
戦
略
の
開
発
、
社
会
的
安

全
網
の
創
設
、
条
件
付
所
得
・
食
糧
移

転
確
立
な
ど
の
就
学
へ
の
制
約
の
除

去
、
③
就
学
奨
励
・
子
ど
も
を
働
か
せ

な
い
た
め
の
法
令
の
使
用
、
④
働
く
子

ど
も
へ
の
保
護
・
通
常
生
活
へ
の
復
帰

サ
ー
ビ
ス
、
の
提
供
を
挙
げ
て
い
る
。

六
．
最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働

　

最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働
は
、
Ｉ
Ｌ

Ｏ
第
一
八
二
号
条
約
で
以
下
の
四
形
態

と
定
義
さ
れ
て
い
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
／
Ｉ
Ｐ

Ｅ
Ｃ
が
二
〇
〇
一
年
か
ら
国
別
に
重
点

対
象
を
定
め
た
撤
廃
期
限
付
き
プ
ロ
グ

ラ
ム
（T

im
e-B
ou
n
d
 P
rogram

m
e

：

Ｔ
Ｂ
Ｐ
）
を
推
進
し
て
い
る

① 

人
身
取
引
、
債
務
奴
隷
、
強
制
的
な

子
ど
も
兵
士
、
そ
の
他
の
強
制
労
働

② 

買
春
・
ポ
ル
ノ
製
作
・
わ
い
せ
つ
な

演
技
の
た
め
の
子
ど
も
の
使
用
・
斡

旋
・
提
供

③ 

麻
薬
の
生
産
・
密
売
な
ど
の
不
正
な

活
動
の
た
め
の
子
ど
も
の
使
用
・
斡

旋
・
提
供

④ 

子
ど
も
の
健
康
・
安
全
・
道
徳
を
害

し
、
心
身
の
健
全
な
成
長
を
妨
げ
る

危
険
で
有
害
な
労
働

　

こ
の
形
態
の
児
童
労
働
に
つ
い
て

は
、
人
身
取
引
、
子
ど
も
兵
の
取
組
み

例
を
み
て
も
わ
か
る
よ
う
に
、
一
括
り

で
捉
え
る
こ
と
は
適
当
で
な
く
、
形
態

別
の
ア
プ
ロ
ー
チ
が
必
要
で
あ
る
。
危

険
有
害
業
務
に
つ
い
て
は
，
既
に
第
一

三
八
号
条
約
で
就
業
の
最
低
年
齢
が
一

八
歳
未
満
に
引
き
上
げ
ら
れ
て
お
り
、

各
国
も
労
働
法
で
年
少
労
働
者
の
危
険

有
害
業
務
の
規
制
を
行
っ
て
い
る
。
労

働
問
題
を
所
管
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
が
特
に
専

門
的
知
見
を
有
し
て
い
る
。
し
か
し
、

他
の
形
態
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
以
外

の
国
際
機
関
の
活
動
も
大
き
い
。
最
悪

の
形
態
の
児
童
労
働
が
増
加
し
て
い
る

一
五
〜
一
七
歳
の
年
齢
層
は
、
通
常
の

労
働
は
就
業
可
能
で
あ
る
の
で
、
撤
廃

に
は
若
年
雇
用
問
題
へ
の
取
組
み
が
不

可
欠
で
あ
る
こ
と
を
強
調
し
た
い
。

（
ほ
り
う
ち　

み
つ
こ
／
文
京
学
院
大
学

大
学
院
特
別
招
聘
教
授
）
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